
市区町村 喜多方市

認定連携創業
支援事業者

会津商工信用組合、日本政策金融公庫会津若松支店国民生活事業、株式会社東邦銀行、株式会社福
島銀行

＜全体像＞
※下線は特定創業支援等事業

概 要

本市においては、これまでも求職者を総合的にサポートする体制を整えるために「雇用相談セン
ター」を設置し、無料職業紹介や求人開拓を始めとした雇用対策を行なってきたが、本計画により、新た
に市を挙げて求人を創出する体制を整えることにより、年間27件※の創業の実現を目指す。（※創業支
援等事業参加者の概ね1割程度を努力目標とする。）
具体的には、株式会社福島銀行、会津商工信用組合、日本政策金融公庫会津若松支店国民生活事

業、株式会社東邦銀行、（認定連携創業支援等事業者）や、会津喜多方商工会議所、きたかた商工会、
ＮＰＯ法人会津喜多方シニアネットきてみっせ、株式会社オノデラ、その他市内金融機関が連携し、創
業希望者に対して、窓口相談、創業支援セミナー、マッチング事業等による支援を実施する。

・ワンストップ 窓口の設置・運営 (１－１）
・創業者発掘及び創業支援カルテを活用
した創業サポート事業（１－２）
・「創業支援セミナー」（１－３）

喜多方市

・「創業支援セミナー」実施の協力

株式会社福島銀行

創業希望者
創業者

株式会社オノデラ

・情報提供、アドバイス、特定創業支援事業
「創業支援セミナー」実施への協力

・融資相談、アドバイス、情報提供

株式会社大東銀行、会津信用金庫
会津喜多方商工会議所、きたかた商工会、

NPO法人会津喜多方シニアネット「きてみっせ」

特徴

本市は平成２６年度の創業支援事業計画策定を機に潜在的な創業ニーズを掘り起し市民の創業マ
インドを醸成するとともに、長期離職者や求職者に対しても、就職のみならず創業も選択肢の一つとし
て提案しながら、トータルで就業・雇用創出を図りながら地域の活性化を目指す。
また、市と認定連携創業支援等事業者及びその他連携事業者の役割分担を明確にすることにより、

創業希望者の掘り起しと、ニーズに合った支援をスムーズに行える体制を整える。
また、計画策定以降５年間で培ったノウハウや新たなスキームにより、創業希望者を継続的に支援

するとともに、創業後も新たに創業した者、創業しようとしている者、既存の事業所などが連携して地域
活性を図ることのできるネットワークを構築する。

・創業塾型創業支援等事業（２－９）

株式会社東邦銀行

・相談窓口型創業支援等事業（２－６）

日本政策金融公庫
会津若松支店国民生活事業

・創業塾型支援事業 （２－３）
・相談会型創業支援等事業 （２－４）
・専門家派遣型創業支援等事業 （２－５）

会津商工信用組合

年間目標数 創業支援人数：１５５件 創業者数：２７人 （うち実数１５人）

連
携

・創業個別相談対応及び創業者サー
クルによる創業支援等事業（２－８）

株式会社福島銀行
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